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（1）気候変動・環境

気候変動を始めとする地球環境問題は、持続可能な
開発目標（SDGs）でも言及されており、近年の異常
気象や大規模自然災害の発生も受け、国際社会が連携
して取り組むべき一刻を争う重要な課題です。2023
年に日本が議長国を務めたG7広島サミットに続き、
2024年のG7プーリア・サミットの首脳宣言におい
ても、我々の地球が直面する3つの世界的危機であ
る、気候変動、汚染および生物多様性の損失に対処す
ることが改めて表明されました。これまでも日本は、
こうした問題の解決に向けて精力的に取り組んできて
おり、生物多様性条約や国連気候変動枠組条約などの
主要な国際環境条約の資金メカニズムである地球環境
ファシリティ（GEF）解 説ではトップドナー国の一つ
として開発途上国支援も行っています。

日本の取組
 ■気候変動問題

気候変動問題は、世界のあらゆる国々の持続可能な
開発にとっての脅威であるとともに、人類の存在その
ものに関わる安全保障上の問題でもあります。その対
応には全ての国が共に取り組む必要があり、先進国の
みならず、開発途上国も含めた国際社会の一致した取
組の強化が求められています。先進国と開発途上国の
全てが排出削減に取り組む枠組みとして、国連気候変
動枠組条約第21回締約国会議（COP21）（2015年）
においてパリ協定が採択され、2016年に発効しました。
日本は2020年10月、2050年までにカーボン
ニュートラルを目指すことを宣言しました。また、
2021年4月には、2030年度に温室効果ガス排出量
を2013年度比46％削減すること、また50％の高み

	注57	 締約国は、温室効果ガス排出削減目標やそれを達成するための対策をNDC（National Determined Contribution）として定め、国連気候変動枠組条約
（UNFCCC）事務局に提出することになっている。

	注58	 地球の平均気温の上昇を産業革命以前と比べて1.5度未満に抑える目標。

に向けて努力を続けることを宣言しました。2021年
10月には、これらの目標を反映した「国が決定する
貢献（NDC）」 注57 および「パリ協定に基づく成長
戦略としての長期戦略」を国連に提出しました。
2021年6月のG7コーンウォール・サミットでは、
2021年から2025年までの5年間における官民合わ
せて6.5兆円相当の支援を表明しました。また、同年
のCOP26では、適応分野の支援を倍増し、5年間で
1.6兆円相当の適応支援を実施していくことを含め、
新たに5年間で官民合わせて最大100億ドルの追加
支援を行う用意があることを表明しました。

（COP29）
2024年11月11日から24日には、COP29がア
ゼルバイジャンのバクーで開催されました。会期中の
閣僚級セッションには浅尾環境大臣が出席し、1.5℃
目標 注58 の実現に向けて、NDCの着実な実施が重
要であることなどを訴えました。本会議では気候資金
に関する新規合同数値目標（NCQG）として、「2035
年までに少なくとも年間3,000億ドル」の開発途上
国支援目標が決定されたほか、全てのアクターに対
し、全ての公的および民間の資金源からの開発途上国
向けの気候行動に対する資金を、2035年までに年間

複雑化・深刻化する地球規模課題への
国際的取組の主導

国連気候変動枠組条約第29回締約国会議（COP29）の閣僚級セッ
ションでスピーチする浅尾環境大臣（写真：環境省）
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1.3兆ドル以上に拡大するため、共に行動することを
求めることが決定されました。加えて、緩和作業計画
（MWP）、適応に関する世界全体の目標（GGA）に
関する決定が採択されたほか、温室効果ガスの排出削
減・吸収量の国際的な取引を行うパリ協定第6条の詳
細運用ルールなども決定され、完全運用化されました。

（「アジア・ゼロエミッション共同体（AZEC）」）
岸田総理大臣（当時）は2022年の施政方針演説に
おいて、アジアの脱炭素化を目指すためのプラット
フォームとして、「アジア・ゼロエミッション共同体
（AZEC）」構想を発表しました。2023年3月には、
東南アジア9か国およびオーストラリアの参加を得る
形で、第1回AZEC閣僚会合が開催され、AZECが立
ち上がりました。その後、2023年12月には初めて
となるAZEC首脳会合、2024年8月には第2回
AZEC閣僚会合が開催されました。AZECでは、脱炭
素化・経済成長・エネルギー安全保障の同時実現およ
び多様な道筋によるネット・ゼロの実現を原則として
います。2024年10月に開催した第2回AZEC首脳
会合では、この原則を確認するとともに、（i）アジア
の脱炭素化に資する活動を促進するルール形成を含む
「AZECソリューション」の推進、（ii）温室効果ガス
排出量の多い電力、運輸、産業セクターの脱炭素化を
促進するためのイニシアティブ始動、（iii）具体的な
プロジェクトの推進、の3つを柱とする「今後10年
のためのアクションプラン」に合意しました。

（緑の気候基金（GCF））
日本は、世界最大の多国間気候基金である緑の気候
基金（GCF）解説を通じた開発途上国支援を行っていま
す。日本は、同基金にこれまでに合計約3,190億円を
拠出してきました。さらに、2024年から2027年の
第2次増資期間では、日本は第1次増資と同規模の最
大1,650億円を拠出する意向を表明しています。GCF
では、2024年10月までに285件の支援事業が承認・
実施されており、全体で30億トンの温室効果ガス削
減と、適応策支援による10億人への裨

ひ

益が見込まれ
ています。また、日本からは、JICA、株式会社三菱
UFJ銀行および株式会社三井住友銀行が、GCFの事
業案件を形成する「認証機関」として承認されており、
これまでに三菱UFJ銀行による3つの事業（「サブサ
ハラ・中南米7か国における持続可能な民間森林事業」

（2020年3月）、「アジア・中南米・アフリカ8か国に
おけるグリーン債発行支援事業」（2022年10月）お
よび「アジア・アフリカ・中南米19か国におけるブ
レンデッド・ファイナンスによる緩和・適応支援事業」
（2023年10月））と、JICAによる2つの事業（「東
ティモールにおける森林地帯コミュニティ支援事業」
（2021年3月）および「モルディブにおける気候強靭

じん

性強化事業」（2021年7月））が採択されました。

（二国間支援）
二国間支援の具体例として、日本はサモアにおい
て、無償資金協力を通じて建設を支援した太平洋気候
変動センターに対し、気候変動対策の専門家を派遣し
ています。日本は同センターを通じて気候変動に脆

ぜい

弱
な太平洋島嶼

しょ

国の人材育成に努めています。本支援を
行うことにより、気候変動解決策の実施能力が向上
し、大洋州14か国の1,000万人を超える人々に広く
裨益することが期待されます。また、国連開発計画
（UNDP）と連携して、サモア、パプアニューギニア、
バヌアツおよび東ティモールにおける再生可能エネル
ギーへの転換を支援しています。
アフリカ地域では、2022年8月に開催された
TICAD 8において、（i）オーナーシップと共創、（ii）
機動的な資金動員、（iii）多様なパートナーとの連携
によるアプローチにより、日本の貢献を最大化するこ
とを目的として、気候変動への対応を行い脱炭素への
エネルギーの構造転換を目指す「アフリカ・グリーン
成長イニシアティブ」が立ち上げられ、このイニシア
ティブの下、アフリカの持続的な成長に資する様々な
取組が官民により進められています（グリーン成長に

パプアニューギニアの持続的な森林経営を目指す技術協力プロジェク
トにおいて、苗木栽培について話し合う森林公社職員とJICA専門家
（写真：JICA）
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関する取組については118ページの第Ⅳ部8を参照）。
また、開発途上国における気候変動対策支援の一つ
として、優れた脱炭素技術などを、開発途上国を始め
とする世界のパートナー国に展開していく「二国間ク
レジット制度（JCM）」解説を推進しています。これに
より、パートナー国の温室効果ガスの排出削減に貢献
することで、その成果の一部をクレジットとして取得
し、日本の削減目標達成にも活用できます。日本は
2013年にモンゴルとの間で初めてJCM実施に係る
協力覚書に署名したことを皮切りに、2024年2月に
はウクライナとの間で協力覚書に署名し、2024年末
までに29か国との間でJCMを構築しました。2013
年のJCM開始からこれまで、インドネシア、カンボ
ジア、ケニア、サウジアラビア、タイ、パラオ、バン
グラデシュ、ベトナム、モルディブ、モンゴル、ラオ
スにおいて、省エネルギーや再生可能エネルギーなど
に関する46件の事業からJCMクレジットが発行さ
れており、JCMは世界全体での温室効果ガスの排出
削減に寄与しています。
日本は引き続き、パリ協定の目指す脱炭素社会の実
現に向けて、国際社会を主導していきます。

 ■生物多様性の損失

近年、人類の活動の範囲、規模、種類の拡大によ
り、生物の生息環境の悪化、生態系の破壊などの生物
多様性の損失に対する懸念が深刻になってきていま
す。日本は、2010年に生物多様性条約解説第10回締
約国会議（COP10）を愛知県名古屋市で開催するな
ど、生物多様性分野の取組を重視しています。また、
開発途上国の能力開発を支援するため、COP10で立
ち上げた生物多様性日本基金 注59 や、2022年12
月に生物多様性条約第15回締約国会議（COP15）
で採択された世界目標である「昆明・モントリオール
生物多様性枠組（GBF）」を実施するためのGBF基金
にも拠出しています。
2024年10月には、生物多様性条約第16回締約国
会議（COP16）がコロンビア・カリにおいて開催さ
れ、遺伝資源のデジタル配列情報（DSI） 注60 の使
用によりもたらされる利益の多国間での配分の仕組み
の大枠や、先住民および地域社会の参画に関する補助

	注59	 開発途上国の能力養成を行うことを目的として、COP10議長国であった日本が生物多様性条約事務局に設置した基金。
	注60	 Digital Sequence Informationの略称。現時点で国際的に一致した明確な定義はないが、植物や動物、微生物その他のDNA等のデータを指す。近年、こ

うしたデータが様々な分野で研究・開発に使われるようになったことから、そこから生じる利益について、公正かつ衡平な配分の仕組みが議論されてきて
いる。

機関の設置等が決定されました。日本としては、
GBFに示された「自然を回復軌道に乗せるために生
物多様性の損失を止め反転させるための緊急の行動を
とる」という2030年ミッション、「自然と共生する
世界」という2050年ビジョンに向けて、「生物多様
性国家戦略2023-2030」を基に引き続き貢献してい
きます。
また、近年、野生動植物の違法取引が深刻化し、国
際テロ組織の資金源の一つになっていることが、国際
社会で問題視されています。日本は、ワシントン条約
関連会合での議論に積極的に貢献するとともに、同条
約が実施するプロジェクトへの拠出などを通じて、国
際社会と協力してこの問題の解決に取り組んでいま
す。具体的な取組として、日本はアフリカを中心にゾ
ウの密猟対策を実施するための施設の建設などを支援
しています。

 ■海洋環境の保全

海洋プラスチックごみ問題は、海洋の生態系、観
光、漁業および人の健康への悪影響が懸念されている
喫緊の課題として、近年、その対応の重要性が高まっ
ています。2019年のG20大阪サミットで日本が主
導した「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」では、
2050年までに海洋プラスチックごみによる追加的な
汚染をゼロにすることを目指すことが、2024年12
月時点で87の国と地域に共有されています。同ビ
ジョンの実現に向け、日本は、（i）廃棄物管理
（Management of Wastes）、（ii）海洋ごみの回収
（Recovery）、（iii）イノベーション（Innovation）、
（iv）能力強化（Empowerment）に焦点を当てた、
「マリーン（MARINE）・イニシアティブ」を立ち上
げました。日本は、同イニシアティブの下で、世界全
体の実効的な海洋プラスチックごみ対策を後押しする
ため、開発途上国における廃棄物管理に関する能力強
化およびインフラ整備などを支援しています。
2024年9月の持続可能な海洋経済の構築に向けた
ハイレベル・パネル第6回会合では、日本が、「大阪
ブルー・オーシャン・ビジョン」の提唱国としてプラ
スチック汚染を終わらせるための具体的な行動をとっ
てきていることや、2025年6月に開催される第3回
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国連海洋会議（UNOC3）では、海洋環境に関する
様々な国際約束の交渉や実施の機運を高めることも期
待される成果の一つであること、現在交渉中のプラス
チック汚染に関する法的拘束力のある国際文書につい
ても、多くの国が参加する効果的かつ進歩的な条約を
実現するために、引き続き積極的に交渉に関与してい
くことを発信しました。また、ブルーカーボン 注61 は、
2025年以降に本パネルが貢献できる分野の一例であ
ることを指摘しつつ、日本はブルーカーボン生態
系 注62 による吸収量を算定し、温室効果ガスインベ
ントリ 注63 に反映させ提出していることや、2024
年4月には世界で初めて、海藻藻

も

場
ば

による吸収量を含
めた報告を行ったことを発信しました。
日本は、海洋環境保全の分野において、海洋プラス
チックごみ対策への支援を行っており、2024年には
課題別研修「海洋ごみ対策のための廃棄物管理」を実
施しました。
2018年の日ASEAN首脳会議において表明した、
海洋プラスチックごみ対策に関するASEANに対する
支援を拡大する一環として、2019年以降、ASEAN
諸国における海洋プラスチックごみ削減を中心とする
環境保全のための人材育成、啓発および広報活動など
も実施しています。2024年には、日・ASEAN統合
基金（JAIF） 注64 を通じて、マイクロプラスチック・
水質汚濁対策に関するASEAN諸国の地方自治体の能
力開発強化やASEAN地域のプラスチック資源循環促
進支援を行いました。また、漁業からの海洋ごみ排出
を監視・削減するための能力構築などの支援を行って
います。さらに、G20大阪サミットでのコミットメ
ントに基づき、各国の専門家と協力の下、データの比
較可能性を担保するための漂流マイクロプラスチック
のモニタリング手法の調和やデータ集約に取り組んで
おり、2024年には、世界中のモニタリングデータを
収集するとともに、それを地図上に可視化した図面と
併せて提供するデータベース「Atlas of Ocean 
Microplastic（通称：AOMI）」を公表しました。
日本は、国連環境計画（UNEP）を通じて、東南ア
ジア、南アジアおよび太平洋島嶼

しょ

国を中心として、海

	注61	 沿岸・海洋生態系に取り込まれ、土壌への蓄積や海底へ沈降する炭素のこと。
	注62	 藻場（海草・海藻）や塩性湿地・干潟、マングローブ林などからなるブルーカーボンの主要な吸収源。
	注63	 1年間に国内で排出・吸収される温室効果ガスの量を取りまとめたデータのこと。気候変動枠組条約に基づいて、毎年作成し、条約事務局へ提出することが

義務付けられている。
	注64	 91ページの注5を参照。
	注65	「Mobile Application for Macro Plastic Survey」　https://arcg.is/1DOOWW

洋プラスチックごみ対策を支援しています。UNEPは
2018年から、プラスチックによる海洋汚染の深刻化
に対して、プラスチックの海洋流出を監視するための
手法を開発しました。加えて、科学的根拠に基づいた
政策立案を可能にするため、プラスチックごみのサン
プリング調査および流出経路に関する科学的分析を実
施しています。その結果に基づいた政策提言やガイド
ラインの作成を行い、また、日本のIT企業と連携し
て流出経路地図を作成し、3,000か所以上の流出ポ
イント（ホットスポット）を特定し、広く一般にも使
用可能となるよう同地図を専用サイト 注65 で公開し
ています。

 ■森林・水産資源の保護

森林資源のうち、熱帯林は世界の森林の約半分を占
め、気候変動対策や生物多様性保全に関して重要な役
割を担っています。日本は、国際熱帯木材機関
（ITTO）の本部を横浜に誘致し、これまで40年近く
にわたって、同機関を通じて熱帯林の持続可能な経営
および合法で持続可能な熱帯木材貿易を支援してきま

タイでの技術協力「東南アジア海域における海洋プラスチック汚染研
究の拠点形成」におけるドローンを活用したプラスチック廃棄物実測
（写真：JICA）
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した。日本政府からITTOへの任意拠出により、
2024年にはブラジルにおいて、森林伐採に関わる企
業を対象に、持続可能な森林経営のためのツール（熱
帯林モニタリングソフトなど）を活用したワーク
ショップが行われるなど、熱帯木材生産国に対する支
援が実施されています。
また水産資源の保全について、日本は、ASEAN地
域において、東南アジア漁業開発センター（SEAFDEC）
との協力の下、違法・無報告・無規制（IUU）漁業対
策に関する研修やワークショップを実施しています。
こういった協力を通じIUU漁業による規制閾

いき

値を超
えた漁獲が魚類の生態系に与える影響を抑えること
で、ASEAN諸国にとって基幹産業の一つである漁業
の持続可能性および漁業コミュニティの持続可能な発
展を後押しすることにつながります。

 ■環境汚染対策

開発途上国では、有害な化学物質の規制措置が整備
されていないことが多く、環境汚染や健康被害などを
引き起こしている例もあります。日本は環境汚染対策
に関する多くの知識・経験や技術を蓄積しており、そ
れらを開発途上国の公害問題を解決するために活用し
ています。また、化学産業における環境管理技術、環
境負荷化学物質の分析技術およびリスク評価、化学物
質の微量分析技術などにおいて、開発途上国への専門
家派遣および開発途上国からの研修員受入れなどの技
術協力を行っています。
水銀に関する水

みな

俣
また

条約外交会議（2013年）で採択
された「水銀に関する水俣条約」は、2017年8月に
発効しました。日本は、水俣病の経験を経て蓄積した、

水銀による環境汚染や健康被害を防ぐための技術やノ
ウハウを世界に積極的に伝え、グローバルな水銀対策
においてリーダーシップを発揮しています。ネパール
やマレーシアなどに対して条約の批准を支援するため
の研修等を実施したほか、日本の優れた水銀対策技術
の国際展開を推進すべく、インドネシアやベトナムな
どで調査を実施しました。また、2019年以降、国連
環境計画アジア太平洋地域事務所（UNEP-ROAP）を
実施機関とし、日本が出資する事業「日本の知見・経
験をいかした水銀に関する水俣条約推進プロジェクト」
を実施し、加盟国が条約に沿った水銀管理を実施する
ために、国内の水銀関連情報の量と質を向上させ、プ
ラットフォームを整備することを支援しています。
廃棄物管理分野において、日本は「マリーン・イニ
シアティブ」に基づき、世界において、廃棄物管理人
材を2025年までに1万人育成することとしており、
既に2023年度までに研修などを通じて約3万人を育
成しています。
また、アフリカにおける廃棄物管理支援のモデルプ
ロジェクトとして、ケニアにおいて、資源回収の効率
化等を通じた資源循環を推進しています。本事業で得
られた成果や経験は、「アフリカのきれいな街プラッ
トフォーム（ACCP）」解説を通じ、メンバー国・都市
に発信しています。2022年8月に行われたTICAD 
8においても、ACCPの下で、廃棄物分野の脱炭素や
リサイクルを推進すること、アフリカにおいて3,000
万人に裨益する廃棄物管理を含む公衆衛生改善を推進
すること、1,000人の人材育成を実施することを表
明し、TICAD 8以降に参加した5か国80都市を含め、
47か国188都市に拡大したACCPを通じて、それら
の分野における取組を推進してきました。

ラオスのビエンチャン県のプー・カォ・クアイ国立公園において、ド
イツの専門家と合同で森林バイオマス調査の演習を行う様子（写真：
JICA）

ブラジルのサンタ・カタリーナ州フロリアノポリス市北部に円借款に
より建設した下水処理場（写真：サンタ・カタリーナ州上下水道公社）
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用語解説

地球環境ファシリティ（GEF：Global Environment Facility）
開発途上国の地球環境保全に資するプロジェクトに対し、主に無償で資金を供与する多国間の資金メカニズム。1991年に設立され、日本
を含む186か国が参加（2024年12月時点）。世界銀行が参加国からの拠出金を管理。国際開発金融機関（世界銀行、アジア開発銀行

（ADB）ほか）、国連機関（国連開発計画（UNDP）、国連環境計画（UNEP）ほか）など18の実施機関を通じ、生物多様性保全、気候変
動対策、国際水域汚染防止、土地劣化対策、および化学物質・廃棄物対策の5分野を支援。国連気候変動枠組条約、生物多様性条約、国連
砂漠化対処条約、残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約、水銀に関する水俣条約、国家管轄権外区域における海洋生物多様性

（BBNJ）協定の資金メカニズムに指定されている。

緑の気候基金（GCF：Green Climate Fund）
2010年のCOP16で採択されたカンクン合意において設立が決定された、開発途上国の温室効果ガス削減（緩和）と気候変動による影響
への対処（適応）を支援する多国間気候基金。

二国間クレジット制度（JCM：Joint Crediting Mechanism）
開発途上国などへの優れた脱炭素技術、製品、システム、サービス、インフラなどの普及や対策実施を通じ、実現した温室効果ガス排出削
減・吸収への日本の貢献を定量的に評価してクレジット化し、日本のNDCの達成に活用する制度。

生物多様性条約（CBD：Convention on Biological Diversity）
生物多様性に関する地球規模の取組を進めるため、1992年に採択された条約。（1）生物多様性の保全、（2）生物多様性の構成要素の持
続可能な利用（生態系・種・遺伝子の各レベルでの多様性を維持しつつ、生物等の資源を将来にわたって利用すること）、（3）遺伝資源の
利用から生じる利益の公正かつ衡平な配分を目的とする。先進国から開発途上国への経済的および技術的な支援を実施することにより、 
世界全体で生物多様性の保全とその持続可能な利用に取り組んでいる。

アフリカのきれいな街プラットフォーム（ACCP：African Clean Cities Platform）
2017年に環境省がアフリカの廃棄物に関する知見の共有とSDGsの達成を促進することなどを目的として、JICA、横浜市、UNEPおよび
国連人間居住計画（UN-Habitat）と共に設立。アフリカの47か国188都市が加盟しており、全体会合の開催や、各種ガイドライン・教
材などの作成、スタディツアーの企画などを実施している。

	注66	 全ての人が、効果的で良質な保健医療サービスを負担可能な費用で受けられること。
	注67	 国連児童基金（UNICEF）によるデータ。　https://data.unicef.org/topic/child-survival/under-five-mortality/
	注68	 世界保健機関（WHO）によるデータ（2024年4月26日時点）。　https://www.who.int/news-room/fact-sheets/detail/maternal-mortality

（2）保健・医療

SDGsの目標3は、「あらゆる年齢の全ての人々の
健康的な生活を確保し、福祉を促進する」ことを目指
しています。また、世界の国や地域によって多様化す
る健康課題に対応するため、ユニバーサル・ヘルス・
カバレッジ（UHC） 注66 の達成が国際的に重要な目
標の一つに位置付けられています。一方、現状では少
なくとも世界人口の約半数が基礎的な医療を受けられ
ていない状況にあり、予防可能な病気などで命を落と
す5歳未満のこどもの数は、年間490万人 注67 と
推計されています。また、医師や助産師などによる緊
急産科医療が受けられないなどの理由により、年間約
28.7万人 注68 の妊産婦が命を落としています。さ
らに、地球上の全ての人々に多岐にわたる影響を及ぼ
した新型コロナウイルス感染症（新型コロナ）は、ワ
クチンの分配等をめぐって、世界的な保健医療課題に

取り組むためのガバナンスやファイナンスの在り方で
ある、現在のグローバルヘルス・アーキテクチャー
（GHA：国際保健の体制）の脆

ぜい

弱性を露呈しました。
新型コロナの拡大など世界の様々な状況変化を踏ま
え、日本政府は、2022年5月、（i）健康安全保障に
資するGHAの構築に貢献し、パンデミックを含む公
衆衛生危機に対する予防・備えおよび対応（PPR）を
強化すること、また、（ii）人間の安全保障を具現化す
るため、ポスト・コロナの新たな時代に求められる、
より強靭

じん

、より公平、かつより持続可能なUHCを達
成することを目標とする「グローバルヘルス戦略」を
策定し、この戦略を踏まえた取組を推進しています。

日本の取組
 ■将来の健康危機・保健危機への予防・備えおよ
び対応（PPR）に資するグローバルヘルス・
アーキテクチャー（GHA）の構築

新型コロナ対応の経験や教訓を踏まえ、将来の健康
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危機に対するPPRの強化に対する国際社会の関心が
これまでになく高まる中、日本は国際機関と連携し、
対応を行っています。日本はこれまでに世界保健機関
（WHO）の健康危機への対応への支援として、
WHOの健康危機プログラム解 説、緊急対応基金
（CFE）解説などへの財政貢献を行ってきており、新型
コロナの急性期への対応などにも活用されました。世
界銀行との協力を通じ、開発途上国における健康危機
への備え・対応のための能力強化や保健システム強化
などへの支援も行っています。また、2022年に設立
された世界銀行が主管するパンデミック基金につい
て、日本は創設ドナーの一員として、同基金による低
中所得国のパンデミックへのPPRの取組を支援して
きており、2024年10月の世界銀行・IMF合同開発
委員会において加藤財務大臣より、貢献済みの7,000
万ドルに加え5,000万ドルの追加拠出を行う意向を
表明しました。また、日本は世界銀行グループと連携
して立ち上げた保健危機への備えと対応に係るマルチ
ドナー基金（HEPRTF）へ拠出しているほか、2024
年に開始された保健システムの変革とレジリエンスに
係るマルチドナー信託基金（HSTRF）においては世
界銀行と共同議長を務めています。
さらに、2023年G7議長国として日本が大きく貢
献した成果も踏まえ、2024年も引き続き、「パニッ
ク」と「忘却」の連鎖を断ち切り、次のパンデミック
に向けて世界の構造的な変化を導くという理念の下、
日本が主催または参加する様々な国際会議を通じて、
国際世論の喚起やモメンタムの維持に継続して取り組
んでいます。例えば、2024年6月のG7プーリア・
サミットの成果文書においては、UHCの達成、感染
症危機対応医薬品（MCMs）への公平なアクセス、
GHAの強化の必要性、財務・保健の連携等、日本が
重視し、G7広島サミット等において強調してきた内
容が盛り込まれました。また、G20においては、
2023年G7の成果も踏まえ、パンデミック対応のた
めの資金の強化に係る議論が継続され、日本も積極的
に議論に貢献しています。
8月に行われたアフリカ開発会議（TICAD）閣僚会
合の際には、保健をテーマとした二つのテーマ別イベ
ントを開催し、それぞれ、「UHC達成に向けたグロー
バルヘルス・ファイナンシング」および「日本企業の

	注69	 International Health Regulationsの略称。WHOが定めた、疾病の国際的伝播
ぱ
を最大限防止することを目的とした保健規則。

イノベーションで加速するUHC達成に向けた取組」
をテーマとして、アフリカおよび官民連携基金等の代
表者らが参加して活発な議論を行いました。テーマ別
イベントにおける穂坂外務大臣政務官（当時）からの
スピーチにおいては、2023年のG7広島サミットで
承認された「グローバルヘルスのためのインパクト投
資イニシアティブ（トリプル・アイ）」にも言及しつ
つ、持続可能なファイナンシングの観点から民間資金
の動員の必要性も訴えました。
国際場裡

り

におけるルール作りにも日本は積極的に参
画しています。2022年2月以降、WHOの下で行わ
れている「パンデミックの予防、備えおよび対応（PPR）
に関するWHOの新たな法的文書」（いわゆる「パンデ
ミック条約」）の政府間交渉会議に参加しているほか、
国際保健規則（2005年）（IHR（2005）） 注69 の改正
についても積極的に議論に貢献し、第77回WHO総
会最終日の2024年6月1日にIHR改正案一式がコン
センサスで採択されました。

 ■ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）
の推進

日本は、新型コロナによって後退した従来の保健課
題への対応を推し進め、より強靭、より公平、かつよ
り持続可能なUHCを実現していく必要性があるとの
認識の下、国際的な協力を進めてきています。
従来、日本は、持続可能かつ強靭な保健システムの
構築が感染症対策の基盤になるとの観点に立ち、東南
アジアやアフリカ各国の保健・医療体制を支援してき
ました。加えて、新型コロナなどのパンデミックで明
らかになった様々な教訓を踏まえ、中核医療施設の整
備・ネットワーク化や医療分野の人材育成支援などの
保健システムを強化しています。例えば2024年3月
には、ウガンダにおいて無償資金協力を通じて東部地
域に3か所ある地域中核病院のうち2か所において医
療機材整備を支援することについて書簡を交換し、貧
困率が高いウガンダ東部地域の病院の医療体制の強化
を図っています。これらはUHCの推進に貢献すると
同時に、公衆衛生危機に対するPPRにも資するもの
です。さらに、上下水道等の水・衛生インフラの整
備、食料安全保障の強化など、より幅広い分野で、感
染症に強い環境整備のための支援を実施しています。
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また、NGOとの協働により、保健施設や学校での手
洗い設備やトイレの建設、衛生啓発活動等を実施した
り、サンリオ社との連携により、同社のキャラクター
であるハローキティの手洗い動画を用いた啓発活動を
実施したりするなどして、感染症予防に貢献していま
す（水・衛生分野における取組については73ページ
の第Ⅲ部3（3）を参照）。
日本は、かねてより人的資本の開発および持続的な
成長の基盤として、UHCの重要性を強調し、世界銀
行やWHO等の関係機関と共に、開発途上国のUHC
達成に向けた取組を推進してきています。こうした観
点から、2024年、保健財政などに係る知見の収集・
共有、開発途上国の財務・保健当局者の人材育成など
を目的として、世界銀行およびWHOとの連携の下、
「UHCナレッジハブ」を2025年に国内に設置するこ
とが発表されました。

インドネシアにおける技術協力「新型コロナウイルス感染症流行下に
おける遠隔技術を活用した集中治療能力強化プロジェクト」でインド
ネシア大学病院が実施する遠隔治療の様子（写真：Otto Ferdinando）

UHCにおける基礎的な保健サービスには、栄養改
善、予防接種、母子保健、性と生殖に関する健康、感
染症対策、非感染性疾患対策、高齢者の地域包括ケア
や介護など、あらゆるサービスが含まれます（栄養改
善については33ページの第Ⅲ部1（1）を参照）。
特に、開発途上国の母子保健については、いまだ大
きな課題が残されており、2024年、日本は、アンゴ
ラ、インドネシア、ガーナ、ガボン、コートジボワー
ル、ザンビア、シエラレオネ、ジョージア、セネガル、
タジキスタン、パキスタン、バングラデシュ、ブータ
ン、ブルンジ、ボリビア、ルワンダなどを始め、多く
の国で母子保健改善のための支援を実施しました。
日本は、その経験と知見をいかし、母子保健改善の

	注70	 出産後、妊娠前と同じような状態に回復する期間で、産後約1か月から2か月間のこと。
	注71	 137ページの用語解説参照

手段として、母子健康手帳（母子手帳）を活用した活
動を展開しています。母子手帳は、妊娠期・出産期・
産褥

じょく

期 注70 、および新生児期、乳児期、幼児期と
時間的に継続したケア（CoC：Continuum of 
Care）に貢献できるとともに、母親が健康に関する
知識を得て、意識向上や行動変容を促すことができる
という特徴があります。具体的な支援の例として、イ
ンドネシアに対して母子手帳の運用に係る技術協力を
行った結果、同国において全国的に母子手帳が定着し
ています。さらに、インドネシア政府は、JICAとの
協力の下、母子手帳の活用を推進している第三国を招
待して、各国における経験や知識を学び合う国際研修
を開催しています。2007年以降、アフガニスタン、
ウガンダ、カメルーン、タジキスタン、パレスチナな
ど、延べ18の国や地域を招待し、16回の研修を開催
してきています。
アフリカ地域では、2022年8月に開催された
TICAD 8の成果文書として採択された「チュニス宣
言」において、人間の安全保障の実現、SDGs達成に
向けた強靭で持続可能な社会の構築の必要性、UHC
の実現に向けた保健分野での取組の促進の重要性が確
認されています。2024年8月に開催されたTICAD
閣僚会合共同コミュニケにおいても、UHCの達成と
プライマリー・ヘルス・ケアの推進のための、疾病予
防の促進、医薬品とワクチンの現地製造およびバ
リュー・チェーンを含む保健システム強化の重要性が
表明されました。
日本のNGOは、日本NGO連携無償資金協力や
ジャパン・プラットフォーム（JPF） 注71 の枠組みを
利用して、保健・医療分野で事業を実施しています。
例えば、2024年には特定非営利活動法人AMDA社
会開発機構が、ネパール西部のカイラリ郡チュレ地区
において、分娩

べん

可能な公的保健医療施設の建設と資機
材の供与や、助産師研修等を行っています。
日本は、国連人口基金（UNFPA）や国際家族計画
連盟（IPPF）、世界銀行などの国際機関やNGOと共
に、性と生殖に関する健康サービスを含む母子保健を
推進することによって、より多くの女性とこどもの健
康改善を目指しています。また、Gaviワクチンアラ
イアンス解説や二国間協力を通じて、開発途上国の予
防接種率の向上に貢献しています。2024年6月、日
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本は、アフリカにおける商業的に実行可能なワクチン
製造の拡大を加速するため、Gaviが立ち上げた資金
調達メカニズムであるアフリカ・ワクチン製造アクセ
ラレータ（AVMA） 注72 に3,000万ドルを拠出する
ことを発表しました。
また、アジア開発銀行（ADB）では、「ストラテ
ジー2030」において保健を重点分野の一つに位置付
け、アジア太平洋地域でのUHC達成に向けたADB
と日本との連携の3本柱として、UHCを支える（i）
制度枠組みの構築、（ii）人材育成の強化、（iii）イン
フラの整備、を掲げました。日本は、2021年4月か
ら、この3本柱に基づいた取組を後押しする技術支援
や小規模のグラント供与を目的としてADBの日本信
託基金への拠出を開始し、2024年10月までの間に、
基金を通じて合計約1,500万ドルに上る支援を行っ
ています。
さらに、2024年9月の日米豪印首脳会合において、
インド太平洋地域の健康・安全に関する協力として、
新型コロナ対策ワクチンで協力の実績がある日米豪印
が、子宮頸

けい

がん対策にまずは焦点を当てるとともに、
他の種類のがんにも取り組むための基盤を整えること
を確認しました。この中で、日本は、引き続き、（i）
医療機材・設備の整備や技術協力、（ii）各国がん関連
機関との連携とともに、（iii）国際機関（Gavi等）へ
の資金の拠出等の実施を確認しました。同月、日本
は、UHCの推進や国際保健安全保障の強化といった
目標を達成するため、米国国際開発庁（USAID）と

	注72	 Gaviによるアフリカにおける持続可能なワクチン製造基盤の確立およびワクチン供給の強靭性の向上を目的とした支援事業。一定の基準を満たしたワクチ
ン製造業者に資金を提供し、ワクチンの製造能力強化を推進する仕組み。2024年から10年間で最大10億ドルの支援を行う。

	注73	 2000年のG8九州・沖縄サミットにおいて感染症対策が初めて主要議題となったことを契機に、2002年に設立された官民連携パートナーシップ。開発途
上国における三大感染症（HIV/エイズ、結核、マラリア）対策および保健システム強化に対する資金協力を行い、SDGs達成に向けた取組に貢献。

の間で協力覚書に署名しました。日本は、開発途上国
の保健・医療体制構築を、医療従事者の能力構築支
援、地域病院間のネットワーク化、地域の保健システ
ム強化などの観点から、長年にわたり支援してきまし
た。新型コロナ危機においても、それら支援の対象で
あった医療施設が感染症対策の中核を担いました。

 ■個別の国際保健課題への取組

（三大感染症（HIV／エイズ、結核、マラリア））
SDGsの目標3.3として、2030年までの三大感染
症の収束が掲げられています。日本は、グローバル
ファンド 注73 を通じた三大感染症対策およびGHA
の構築やUHCの推進にも資する保健システム強化へ
の支援に力を入れており、設立から2024年9月まで
に合計で約49億ドルを拠出しました。また、三大感
染症への対策がより効果的に実施されるよう、グロー
バルファンドを通じた取組との相互補完的な支援とし
て、保健システムの強化、コミュニティ能力強化や母
子保健改善などの二国間協力も実施しています。
二国間協力を通じたHIV/エイズ対策として、日本
は、新規感染予防のための知識を広め、検査・カウン
セリングを普及する取組を行っています。特にアフリ
カを中心に、2024年もJICA海外協力隊員が、より
多くの人に予防についての知識や理解を広める活動
や、感染者や患者のケアとサポートなどに精力的に取
り組んでいます。
結核に関しては、2021年改定版「ストップ結核
ジャパンアクションプラン」に基づき、日本が結核対
策で培った経験や技術をいかし、官民が連携して、
2025年までの中間目標として結核による死亡を
75％減少（2015年比較）させ、結核罹

り

患率を50％
減少（2015年比較、10万人当たり55症例未満）さ
せることを目標に、開発途上国、特にアジアおよびア
フリカにおける年間結核死者数の削減に取り組んでい
ます。
このほか、乳幼児が死亡する主な原因の一つである
マラリアについて、ミャンマーやソロモン諸島におい
て、地域コミュニティの強化を通じたマラリア対策へ
の取組を支援しています。またグローバルファンドへ
の拠出を通じ、世界的なマラリア対策も行っています。

パレスチナのガザ市において開設した簡易診療所で医師によるスク
リーニングを受ける乳幼児（写真：特定非営利活動法人パレスチナ子
どものキャンペーン）
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（感染症の薬剤耐性（AMR）への対応）
感染症の薬剤耐性（AMR） 注74 は、公衆衛生上の
重大な脅威であり、近年、対策の機運が高まっていま
す。日本は、AMRへの対策を進めるために、人、動
物、環境の衛生分野に携わる者が連携して取り組む
「ワンヘルス・アプローチ」を推進しています。日本
は、2019年のG20大阪サミットでのワンヘルス・ア
プローチ推進のための合意も踏まえ、同年に新規抗菌
薬の研究開発と診断開発を推進するGARDP 注75 へ
の約10億円の拠出を発表し、AMRグローバルリー
ダーズグループに参加するなど、AMR対策において
リーダーシップを発揮しています。2024年には、
GARDPに対して約2.5億円を拠出しました。

（顧みられない熱帯病（NTDs））
シャーガス病、フィラリア症、住血吸虫症などの寄
生虫・細菌感染症は「顧みられない熱帯病（NTDs：
Neglected Tropical Diseases）」と呼ばれています。
世界全体で16億人が感染しており、開発途上国に多
大な社会的・経済的損失を与えています。日本は、
2022年6月に「顧みられない熱帯病（NTDs）に関
するキガリ宣言」に署名し、関係国や国際機関等と密
接に連携して対策に取り組んでいます。日本は2024
年11月までに、グローバルヘルス技術振興基金
（GHIT）へ総額で247.2億円を拠出し、GHITを通じ
たNTDs対策支援を行っています。2024年5月には、
GHITの支援により開発された住血吸虫症に対する小
児用製剤が、WHOの医薬品事前認証プログラムリス

	注74	 Anti-microbial Resistanceの略称。病原性を持つ細菌やウイルス等の微生物が抗菌薬や抗ウイルス薬等の抗微生物剤に耐性を持ち、それらの薬剤が十分に
効かなくなること。

	注75	 グローバル抗菌薬研究開発パートナーシップ（Global Antibiotic Research and Development Partnership）の略称。

トに掲載されています。
加えて、日本は技術協力を通じ、1970年代から太
平洋島嶼

しょ

国に対してリンパ系フィラリア症の制圧に向
けた支援を行っています。「大洋州広域フィラリア対
策プロジェクト」では、JICA専門家の派遣による技
術指導を行い、日本の製薬会社が無償でWHOに提
供する駆虫薬を活用し、感染地域において伝播

ぱ

を阻止
するための集団投薬などを、官民が連携して支援しま
した。長期にわたるこれらの支援が功を奏し、太平洋
島嶼国の9か国（キリバス、クック諸島、ソロモン諸
島、トンガ、ナウル、ニウエ、バヌアツ、パラオ、
マーシャル諸島）がリンパ系フィラリア症の制圧を達
成しました。現在は専門家の派遣などを通じてパプア
ニューギニアにおけるリンパ系フィラリア症の制圧に
向け「フィラリア対策プロジェクトフェーズ2」を実
施しています。

（ポリオ）
ポリオは根絶目前の状況にありますが、日本は、い
まだ感染が見られる国（ポリオ野生株常在国：アフガ
ニスタン、パキスタン）を中心に、主に国連児童基金
（UNICEF）やGaviと連携し、撲滅に向けて支援して
います。2024年には、アフガニスタンにおいて、定
期予防接種活動およびポリオワクチン接種キャンペー
ンに必要なワクチン調達などの支援をUNICEFと連
携して実施しており、パキスタンにおいても同様の支
援を継続中です。

日本の無償資金協力により建設したカンボジアのコンポンチャム州病
院において看護師として活動を行うJICA海外協力隊員（写真：
JICA）

パラオのベラウ国立病院で運動療法指導を行うJICA海外協力隊員（写
真：JICA）
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用語解説

健康危機プログラム（WHO Health Emergencies Programme）
WHOの健康危機対応のための部局であり、各国の健康危機対応能力の評価と計画立案の支援や、新規および進行中の健康危機の事案のモ
ニタリングのほか、健康危機発生国における人命救助のための保健サービスの提供を実施している。

緊急対応基金（CFE：Contingency Fund for Emergencies）
2014年の西アフリカにおけるエボラ出血熱の大流行の反省を踏まえ、2015年にWHOがアウトブレイクや緊急事態に対応するために設
立した感染症対策の緊急対応基金のこと。拠出の判断がWHO事務局長に一任されており、拠出することを決定してから24時間以内に資
金を提供することが可能となっている。

Gaviワクチンアライアンス（Gavi, the Vaccine Alliance）
2000年、開発途上国の予防接種率を向上させることにより、こどもたちの命と人々の健康を守ることを目的として設立された官民パート
ナーシップ。ドナー国および開発途上国政府、関連国際機関に加え、製薬業界、民間財団、市民社会が参画している。設立以来、10億人
以上のこどもたちに予防接種を行い、1,620万人以上の命を救ったとされている。

	注76	 UNICEFによるデータ（2022年）。　https://data.unicef.org/resources/jmp-report-2023/
	注77	 68ページの注66を参照。
	注78	 2022年4月に熊本で開催された第4回アジア・太平洋水サミットにおいて、岸田総理大臣（当時）が発表したイニシアティブ。水に関する社会課題の解決

に向け、質の高いインフラ整備等を通じて、各国や国際機関と協調・連携しながら積極的に取り組むもの。

（3）水・衛生

水と衛生の問題は人の生命に関わる重要な問題です。
世界の約22億人が、安全に管理された飲み水の供給を
受けられず、約35億人が安全に管理されたトイレなど
の衛生施設を使うことができない暮らしをしていま
す 注76 。特に、水道が普及していない開発途上国で
は、多くの場合、女性やこどもが時には何時間もかけて
水を汲みに行くため、女性の社会進出やこどもの教育の
機会が奪われており、ジェンダー平等および包摂的な
社会の推進の観点からも重要な課題となっています。ま
た、不安定な水の供給は、医療や農業にも悪影響を与
えます。水・衛生インフラの整備は、感染症に強い環境
整備にもつながり、より強靭

じん

、より公平でより持続可能
なユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）注77 実
現のためにも必要です。このため、SDGsの目標6は、
「全ての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理
を確保する」ことを目指しています。

日本の取組
2023年5月の国連水会議2023のフォローアップと
して、2024年6月、タジキスタンのドゥシャンベにお
いて「持続可能な開発のための水」国際行動の10年に
関する第3回ハイレベル国際会議が開催されました。
上川外務大臣（当時）がビデオ・メッセージを送る形
で参加し、「熊本水イニシアティブ」 注78 を始めとする

水に関する国際社会の行動計画を通じ、多くの国際機
関と共に様々な取組を推進していることを述べました。
日本は、国内における豊富な経験、知識や技術をいか
し、開発途上国での安全な水の普及に向けた支援を続け
ており、水と衛生分野においては1990年代から累計で
世界一の援助実績を有しています。例えば、独立後基礎
インフラの整備が遅れている南スーダンでは、無償資金
協力による上水道施設の整備および同施設の運営維持
管理や水道料金徴収等に係る能力強化を目的とした技
術協力を実施しています。また、カンボジアでは、観光
都市シェムリアップ市の上水道設備（取水施設、浄水場、
配水管等）の拡張と、人材育成等のサービス普及支援
を通して、生活環境と観光振興環境の改善を支援してい
ます。マダガスカルでは、同国第2の都市にして最大の
港が位置するトアマシナ市における既存の浄水場および
送配水管施設の拡張・更新を行う無償資金協力の供与
を2024年10月に決定しました。

キューバにおける「統合水資源管理のための能力強化プロジェクト」
の一環で、カウンターパートとともに現地視察を行うJICA専門家（写
真：JICA）
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日本国内および現地の民間企業や研究機関と連携し
た取組も行っています。例えば、ケニアでは、JICA
の中小企業・SDGsビジネス支援事業 注79 を活用し
て、「水道施設における無収水対策・管継手導入に係
る普及・実証・ビジネス化事業」が実施されていま
す。配水管からの漏水が課題となっていた同国に、日
本企業の水道管継手 注80 の技術をいかすべく、パイ
ロットプロジェクトが実施されています。ベトナムに
おいては、急速な経済発展に伴って上昇する水道需要
に対応するため、地球規模課題対応国際科学技術協力
プログラム（SATREPS） 注81 を活用して、従来型と
比較してコストを抑えられる、ナノろ過膜技術を用い
た高度浄水処理システムの開発を長崎大学とハノイ土
木大学等の研究者らとともに進めています。
環境省でも、アジアの多くの国々において深刻な水質
汚濁が生じている問題に対して、現地での情報や知識
の不足を解消するため、アジア水環境パートナーシップ
（WEPA）を実施しており、アジアの13の参加国 注82 の
協力の下、人的ネットワークの構築や情報の収集・共
有、能力構築などを通じて、アジアにおける水環境ガ
バナンスの強化を目指しています。2024年1月30日
から2月1日にかけて神奈川県で開催された第19回
WEPA年次会合・国際ワークショップでは、生活排水
と産業排水の管理に関するこれまでの議論を踏まえて、
水環境そのものに焦点を当てて各国における現在の課
題について情報交換を行いました。また、法の規制と遵
守に関して、日本、韓国およびスリランカが、近年施行

	注79	 130ページの用語解説を参照。
	注80	 配管と配管をつなぎ合わせるための接合部に使うパーツ。無駄なく水を活用する上で重要な水道インフラの部材。
	注81	 43ページの用語解説を参照。
	注82	 インドネシア、韓国、カンボジア、スリランカ、タイ、中国、ネパール、フィリピン、ベトナム、マレーシア、ミャンマー、ラオス、日本の13か国。

または改正された水環境に関する政策事例を紹介しま
した。さらに、5月にインドネシアのバリにおいて開催
された第10回世界水フォーラムにおいて、知識と経験
の共有を通じた水質改善への取組を紹介しました。
日本は、水と衛生分野におけるトップドナーとし
て、これまでの知見も活用し、開発途上国の人々の安
全な水へのアクセスや持続可能な水資源の確保に向け
た貢献を続けます。

（4）防災の主流化と持続可能な
都市の実現

気候変動の影響により、災害が頻発し、規模や範囲
が大きくなることも懸念される中、災害に対して脆

ぜい

弱な
開発途上国では、災害による経済や社会全体への影響
が深刻化しています。防災の取組は、貧困撲滅と持続
可能な開発の実現に不可欠であり、災害に強い、しな
やかな社会を構築し、災害から人々の生命を守るととも
に、持続可能な開発を目指す取組が求められています。
中でも、あらゆる政策・計画に防災の観点を導入する防
災の主流化を推進することが重要となっています。
また、近年、都市の運営に関わる様々な問題が注目
されています。例えば、市街地や郊外で排出される大
量の廃棄物の処理、大気・水などの汚染、下水・廃棄
物処理システムなどのインフラ施設の整備、急激な人
口増加とそれに伴う急速な都市化などの問題です。こ
うした問題に対応し、持続可能な都市の実現に向けて
取り組むことが、重要な開発協力課題となっています。
そこでSDGsでは、目標11として、「包摂的で安全
かつ強靭

じん

（レジリエント）で持続可能な都市および人
間居住の実現」という課題が設定されました。このよ
うに、持続可能な都市の実現を含む人間居住の課題解
決に向け、国際的な関心が高まっています。

日本の取組
 ■防災協力

日本は、地震や台風など過去の自然災害の経験で培

ベナンの地方都市ウィダにおいて、こどもたちに効果的な手洗いを教
えるJICA海外協力隊員（写真：JICA）
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われた優れた知識や技術を活用し、緊急援助と並ん
で、防災対策および災害復旧対応において積極的な支
援を行っています（インドネシアおよびアルゼンチン
における防災の取組については76ページおよび139
ページの「匠の技術、世界へ」を、エクアドルにおけ
る取組については87ページの「案件紹介」を参照）。
第3回国連防災世界会議（2015年）において採択さ
れた「仙台防災枠組2015-2030」には、防災の主流
化、国・地方政府による適切な防災戦略の策定、事前
防災投資の重要性、災害後において、被災前よりも強
靭なまちづくりを行う「より良い復興（Build Back 
Better）」、女性のリーダーシップの重要性など、日
本の主張が多く取り入れられました。

斜面崩壊対策や土石流対策等の日本の最新防災対策技術を採用した無
償資金協力「国道7号線道路防災対策計画」を実施する日本とボリビ
アの技術者（写真：JICA）

2024年10月にはアジア防災閣僚会議がマニラで
開催され、日本が重視する取組として、災害対応の強
化、防災投資の促進、早期警報の整備について言及す
るとともに、国際防災協力のさらなる推進の意思を表
明しました。また、11月には、G20防災閣僚会議の
初会合がブラジルで開催され、G20防災閣僚宣言が
採択されました。G20として防災の重要性を確認し、
G20リオデジャネイロ首脳宣言においても、災害が
もたらす不平等性を確認しつつ、仙台防災枠組に則っ
た国際協力の推進、人やインフラなどへの事前投資の
重要性が強調されました。
このほか、日本の呼びかけにより、2015年の国連
総会において、11月5日を「世界津波の日」とする
決議が採択されました。これを受け、2016年より、
日本各地で「世界津波の日」高校生サミットがこれま
で5回開催されています。2024年10月には、熊本
市において第6回会合が開催され、日本の高校生313

人に加え、43か国・地域から213人の計526人の高
校生が参加し、津波対策を始めとする防災・減災につ
いて学び、絆

きずな

を深めました。また、会議の成果とし
て、「熊本“きずな”宣言」が発表され、将来、防災
分野における主導的な役割を担うリーダーとして取り
組んでいく決意が表明されました。
また、日本は、国連開発計画（UNDP）と緊密に連
携し、アジア太平洋地域の津波の発生リスクが高い国
を対象とした津波避難計画の策定や、津波避難訓練な
どを支援する事業を実施しています。2017年の事業
開始以降、例えばインドネシアでは携帯電話用アプリ
（STEP-A）の導入により各学校の津波対策情報へのア
クセスを容易にするとともに、そのアプリを国家災害
管理局が開発した災害監視・情報提供用のデジタル
ツール（InaRISK）とも連携させることで、コミュニ
ティ・国家レベルでの防災の主流化・制度化を推進し
てきました。2024年末時点までに、24か国約799の
学校で津波防災計画の策定・改定、津波教育プログラ
ムを実施し、約22万人の生徒、教師、および自治体や
コミュニティの関係者が津波避難訓練に参加しました。
加えて、2016年から毎年、国連訓練調査研究所

（UNITAR）広島事務所と協力し、自然災害に脆
ぜい

弱な
開発途上国の女性行政官などを対象に、特に津波発生
時の女性の役割やリーダーシップに関する人材育成を
支援しています。同事業には、2024年までに39か
国から714人が参加しました。
また、日本は、防災ICTシステムの海外展開にも取
り組んでいます。日本の防災ICTシステムを活用すれ
ば、情報収集・分析・配信を一貫して行うことがで
き、コミュニティ・レベルまで、きめ細かい防災情報
を迅速かつ確実に伝達することが可能であり、開発途
上国の防災能力の向上に貢献しています。

 ■持続可能な都市の実現

日本は、防災対策・災害復旧対応や健全な水循環の
推進など、人間居住に直結した地球規模課題の解決に
向けた取組を進めています。具体的には、日本はその
知識と経験をいかし、上下水・廃棄物・エネルギーな
どのインフラ整備や、「より良い復興」の考え方を踏
まえた防災事業や人材育成などを実施しています。こ
のほか日本は、持続可能な都市開発を推進する国連人
間居住計画（UN-Habitat）への支援を通じた取組も
進めています。その一例として、UN-Habitat福岡本
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匠匠
インドネシアは130の活火山を持つ世界有数の火山国
です。中でもジャワ島中部に位置するメラピ火山は、5か
ら10年の頻度で噴火を繰り返す世界で最も活動的な火山
の一つです。火山の山麓で生活する住民は、肥沃な火山灰
土壌と豊富な湧水の恩恵を受ける一方、火砕流や土石流の
脅威にさらされてきました。
1969年のメラピ火山噴火を契機として、インドネシア
政府は砂防技術を用いて土石流災害を軽減する対策に着手
し、日本に協力を求めました。砂防とは、堰

えん
堤注1などの

構造物で土石流の移動をコントロールし、住民の生命や生
活を土砂災害から守る技術です。長年の災害経験から培わ
れた日本の砂防技術は世界に誇れるもので、外国語でも
「SABO」という言葉が使われているほどです。
日本は、1970年の砂防専門家の派遣を皮切りに、1977
年からは火山砂防基本計画の策定を支援しました。この計画
に基づき、日本の円借款による事業も含め、これまでに約
250基の砂防施設が建設され、これらの施設は土石流をた
びたび食い止め、住民の生命や生活を守ってきました。しか
し、2010年、メラピ火山は過去100年間で最大規模の噴火
を起こし、基本計画で想定していた量の28倍に相当する火
山砕屑

せつ
物を放出し、多くの被害を出しました。そのため、山

麓の河川で発生する土石流や、地形の変化による想定外の
土石流の流下などの問題に対処すべく、2015年から円借款
を通じて、土石流を導流・貯留するための砂防施設の整備
や、火山砂防基本計画改定のための支援が行われました。
これらの事業に参画した八千代エンジニヤリング株式会
社で海外事業部のゼネラルマネージャーを務める溝

みぞ
口
ぐち
昌晴

氏は、これまでを振り返り、「大雨や洪水により測量済みの
地形に変化が生じる度に、砂防施設の設計を修正した。イ
ンドネシアの火山地域の河床の変動の特性を踏まえ、砂防
堰堤の基礎を日本のものよりもさらに深い位置まで入れ、
耐久性を高めるなど工夫を重ねた。また、施工中に土石流

や鉄砲水が発生するリ
スクがあったため、通
常の安全管理に加えて
土石流や鉄砲水発生時
の避難体制を強化する
などの対応を取り、労
働者の安全確保に努め
た。」と、多くの困難

を乗り越えて
きた苦労と工
夫を語ります。
また、時代

によって変わる
現地政府の要
請にも応えな
がら、日本の
技術を現地に適用してきたことについて、「インドネシアが経
済発展途上にあった80年代は雇用が重視され、安価な労働
力を活用する石積みの工法が多用された。アジア通貨危機に
見舞われた90年代後半は、限られた予算で効率的にインフ
ラを整備することが求められ、平時には橋や取水堰

ぜき
等として

も利用できる砂防施設の多機能化が積極的に進められた。経
済発展が進んだ直近の事業では、構造物の品質をより高く保
つため、かつて用いられていた石積みや現場練りコンクリー
トに代わり、工場で練り混ぜをしてから現場に運送するコン
クリートが建設材料として用いられるようになった。」と振り
返り、「そういった時代ごとの要請に対応してきたことが、日
本への信頼につながっていると思う。」と語ります。
同社ジャカルタ事務所長として現場を熟知する福島淳一
氏は、「地方政府や住民との関係構築にも腐心し、災害時以
外でも活用できる多機能な砂防施設となるように工夫をこら
すなど、彼らの声を反映することに努めた。地元住民は、砂
防施設を平時から利用し、自
分たちの施設だという意識を
持っており、彼らから、今は砂
防のおかげで安定した生活を
送ることができるようになった
との話を聞くことが多い。」と
して、現地の生活向上に貢献
している実感を語ります。
インドネシアに対する砂防の技術協力を通して得られた知
見は、雲仙普賢岳の火砕砂防事業等に反映されるなど、日
本の防災にもいかされています。溝口氏は「日本の海外への
技術協力は決して一方的ではない。双方向の利益をもたらし
ている。今後も相互の協力という視点で関わっていきたい。」
と、今後の展望を語ります。

注1 河川、渓谷の水流、あるいは土砂をせきとめるために、石、コンクリー
トなどで築いた堤防。

砂防施設建設に携わるインドネ
シアの企業スタッフと福島氏

（写真：八千代エンジニヤリン
グ株式会社）

平常時には橋として活用される砂防堰堤（写真：八
千代エンジニヤリング株式会社）

砂防施設建設に携わるインドネシアの企
業スタッフと溝口氏（左から2人目）（写
真：八千代エンジニヤリング株式会社）

日本の砂防技術でインドネシアの人々の生活を
火山災害から守る
～平時も活用できる砂防インフラの整備～

2の技術、世界への技術、世界へ
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部（アジア太平洋担当）と連携し、日本の福岡県が有
する防災技術等を開発途上国に導入するための支援な
どを実施しています。
また、2022年のドイツ・ポツダムにおける第1回
に続き、第2回のG7都市大臣会合を、日本が議長国
を務め、2023年7月に香川県高松市において開催し
ました。「持続可能な都市の発展に向けた協働」を
テーマに、都市におけるネットゼロ・レジリエンス、
インクルーシブな都市の実現、都市のデジタル化等に
取り組む必要があることを確認し、会合の成果を「香
川・高松原則」として発表しました。2024年11月
に、イタリア・ローマにおいて開催された第3回都市
大臣会合では、前年の日本での会合の成果を引き継ぎ
つつ、対応する課題や共通原則、優良事例が議論され
ました。成果文書には、新たに「共同行動」が盛り込
まれ、G7内外での連携強化を視野に、経済協力開発
機構（OECD）やUN-Habitat等とも協調し、住宅・
都市開発に関する各国の経験と知識を共有していくこ
とを確認しました。

（5）万人のための質の高い教育

世界には小学校に通うことのできないこどもが約
5,800万人もいます。中等教育も含めると、推定約2
億4,400万人 注83 が学校に通うことができていま
せん。特に、2000年以降、サブサハラ・アフリカで
は、学校に通うことのできないこどもの割合が増加し
ています。とりわけ、障害のあるこども、難民や避難
民のこども、少数民族や遠隔地に住むこどもなど不利
な環境に置かれたコミュニティのこどもが取り残され
るリスクが最も高くなっています。新型コロナウイル
ス感染症の拡大は、教育システムが抱える脆

ぜい

弱性も顕
在化させました。また、ロシアのウクライナ侵略や、
人道状況が悪化するガザ地区を含む中東を始めとする
世界各地の紛争により、多数の教育施設が損傷を受
け、こどもや学生の教育を受ける権利が奪われるとと
もに、国際的な交流も停滞しています。

	注83	「Global Education Monitoring Report 2023」211ページおよび214ページ　https://www.unesco.org/gem-report/en/technology
	注84	 生きていくために必要となる知識、価値そして技能を身に付けるための教育活動。主に初等教育、前期中等教育（日本の中学校に相当）、就学前教育、成人

識字教育などを指す。
	注85	 教材　https://www.jica.go.jp/activities/issues/education/materials/index.html
	注86	 Science（科学）、Technology（技術）、Engineering（工学）、Mathematics（数学）のそれぞれの単語の頭文字をとったもので、その4つの分野の総称。

教育は、人間の安全保障を推進するために不可欠な
「人への投資」として極めて重要です。SDGsの目標
4として、「全ての人に包摂的かつ公正な質の高い教
育を確保し、生涯学習の機会を促進する」ことが掲げ
られており、国際社会は、「教育2030行動枠組」解説

の目標の達成を目指しています。2024年の未来サ
ミットでは、貧困削減を始めとする様々な課題解決の
ための教育の重要性が示されました（未来サミットに
ついては88ページの「開発協力トピックス」を参
照）。日本は、万人のための質の高い教育、女性・こ
ども・若者のエンパワーメントや紛争・災害下の教育
機会の確保の観点も踏まえて、引き続き教育への取組
を推進しています。

日本の取組
日本は、開発途上国の基礎教育 注84 や高等教育の
充実などの幅広い分野で様々な支援を行っています。
エルサルバドルでは、必要最低限の読み書きや読解
力、計算力を身に付けられるよう、2006年から初・
中等教育における教科書や教員用指導書の開発・改
定、教員研修等を実施しています。開発した教材は全
国に継続的に配布されており、2021年からは、学習
状況や学力調査の結果をカリキュラムや教科書の改
定、指導法の改善につなげるための支援も行っていま
す。教科書や教員用指導書の開発は、ニカラグア、ニ
ジェール、パプアニューギニア、モザンビーク、ラオ
スなどでも実績があり、これら開発途上国用に開発し
た教材はJICAサイトに公開 注85 しており、日本国
内で、日本語の習得が進まず学習困難になっているこ
どもの学習の助けとしての活用も促しています。
アフリカでは、2022年のTICAD 8において、教
育分野の取組として、就学促進、包摂性の向上、給食
の提供などの取組を通じてこどもの学びを改善し、
900万人にSTEM 注86 教育を含む質の高い教育を提
供すること、400万人の女子の質の高い教育へのアク
セスを改善することを表明し、2024年8月のTICAD
閣僚会合では、これらの取組が着実に実施されつつあ
ることを、パートナーと共に確認しました。学校や保
護者、地域住民間の信頼関係を築き、地域全体で学校
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を支え、こどもの教育環境を改善するための取組とし
て、2004年にニジェールで開始された「みんなの学
校プロジェクト」 注87 は、2024年11月までに、11
か国において約7万校の小学校で導入されており、発
展モデルとしての「平和構築・コミュニティ融和モデ
ル」では、長引く紛争等により、難民・避難民が発生
し、学校が閉鎖されるなどの影響が生じている地域に
おけるこどもの学びを確保するための取組が試験的に
実施されています。また、TICAD 8では、日・アフ
リカ間の大学ネットワークの下での人材育成や留学生
の受入れなどを通じた高度人材の育成のほか、科学技
術分野の研究協力を進めることも表明しました。
また、日本の20以上の大学とも連携し、ジョモ・
ケニヤッタ農工大学（JKUAT）/汎アフリカ大学科学
技術院（PAUSTI）（ケニア）等を拠点とした大学ネッ
トワークを構築し、教育・研究・産学連携等の連携強
化を図ることで、研究協力を通じたアフリカ地域全体
の社会課題の解決を目指しており、2024年3月まで
に、3,261人の高度人材を育成しています。
日本式の教育をいかした協力例として、エジプトで
は2008年から、実践的かつ国際水準の工学教育を提
供する「エジプト日本科学技術大学（E-JUST）」の設
立を支援し、エジプト国内および中東・アフリカ地域
の研究者育成に貢献しています。また、2016年に締結
された「エジプト・日本教育パートナーシップ」の下、
日本式教育を実践するエジプト日本学校（EJS）がこれ
までに55校開校し、EJSでは科目の学習に加えて、特
別活動を意味するTokkatsu 注88 と呼ばれる、学級会
や日直、クラブ活動、掃除など、こどもたちが主体と
なって学校を運営する取組が行われています。2024
年6月には、エジプト全国のEJS51校で、904人のこ
どもたちが卒業を迎えました。さらに、日本は、日
ASEAN間の高等教育機関のネットワーク強化や、産業
界との連携、周辺地域各国との共同研究、および日本
の高等教育機関への留学生受入れなどの多様な方策を
通じて、開発途上国の人材育成を支援しています。
このほかにも、日本は就学・学習機会から取り残さ
れた女児、障害のあるこども、紛争の影響を受ける地
域や難民・避難民やそのホストコミュニティのこども

	注87	 保護者・教員・地域住民の「みんな」が学校運営委員会を構成し、行政と連携しながら、学校を運営するコミュニティ協働型学校運営という取組。保護者
や教員のみならず、地域住民たちが教育の重要性を理解し、地域全体でこどもの学びを支えるもので、2004年にニジェールの小学校23校で開始し、現在
ではアフリカ地域内の複数国に広がっている。

	注88	 特別活動の略称。規律、倫理観、協調性等が醸成される掃除、学級会、日直活動等の活動を取り入れ、知識偏重や理論中心の学びから問題解決能力や主体
性、社会性、自己管理力などのライフスキルの獲得を目的とした学びに転換することを目指す取組。

など、脆弱な立場に置かれやすいこどもたちへの支援
も進めています。例えば、紛争の影響を受ける地域で
の支援として、ウクライナでは、国内避難民としてこ
れまで通っていた学校に通学できなくなったこどもた
ちに対して、避難先でも安全に、そして安心しながら
学習を継続できるように、遠隔教育機材整備やメンタ
ルヘルスケア支援を実施しています。パレスチナで
も、不安定な治安情勢において通学が制限される中
で、こどもたちの学習機会を確保するため、2024年
2月に無償資金協力「遠隔教育機材整備計画」に関す
る署名・書簡の交換が行われました。この協力によ
り、ヨルダン川西岸地区のテレビ局に視聴覚教材制作
用の機材を整備し、同地区の小学校に、遠隔授業等に
対応可能な視聴覚機材およびICT機材を整備すること
で、学習環境の改善が期待されます。さらに、アフガ
ニスタンでは、仮設教室の建設や図書館の整備を行
い、女子児童が安心して学べる場の提供等を行ってい
ます。また、障害のあるこどもにも配慮した包摂的な
教育や、気候変動対応、防災の視点を持った教育の推
進にも取り組んでおり、例えばウズベキスタンでは就
学前教育を受ける障害のあるこどもたちが質の高い教
育を受けられるよう、教員研修を行う要員の能力強化
を支援しています。
国際機関と連携した取組として、アジア太平洋地域
においては、国連教育科学文化機関（UNESCO）に拠
出している信託基金を通じて、アジア太平洋地域教育
2030会合（APMED2030）やアジア太平洋教育大臣
会合（APREMC-Ⅱ）の開催を含むSDGsの目標4達
成に向けた取組を支援しています。また、UNESCOを

2024年12月、アブデルラティーフ・エジプト教育・技術教育大臣
の案内で、エジプト日本学校（EJS）を視察する藤井副大臣
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主導機関として、「持続可能な開発のための教育解説：
SDGs達成に向けて（ESD for 2030）」が、2020年1
月から開始されています。同取組は、持続可能な社会
の創り手の育成を通じ、SDGsの全ての目標の実現に
寄与するものであり、日本は、ESD提唱国として、そ
の推進に引き続き取り組むとともに、UNESCOへの信
託基金を通じて、世界でのESDの普及・深化へ貢献し
ています。日本は、同信託基金を通じて、ESD実践の
ための優れた取組を行う機関または団体を表彰する
「ユネスコ／日本ESD賞」をUNESCOと共に実施して
おり、これまでに21団体に授与するなど、積極的に
ESDの推進に取り組んでいます。
また、「教育のためのグローバル・パートナーシップ

（GPE）」解 説に対して、2008年から2023年までに総
額約5,589万ドルを拠出しています。日本は、2021
年7月に開催された世界教育サミットにおいて、GPE
への支援継続も含め2021年から2025年までの5年
間で15億ドルを超える教育分野に対する支援と、750

万人の開発途上国の女子の教育および人材育成のため
の支援を表明しました。2021年度から3年間で410
万人以上の女子を支援しており、今後も支援を継続し
ていきます。さらに日本は、2024年3月に、ウクライ
ナのこどもたちがより安全な環境で学ぶことができる
よう、教育を後回しにはできない基金（ECW）解説に対
して、新たに300万ドルを拠出しています。

不就学児童が多いパキスタンで、ノンフォーマル教育の提供を支援す
る「オルタナティブ教育推進プロジェクトフェーズ2」を通じて学習
する女子学生（写真：JICA）

用語解説

教育2030行動枠組（Education 2030 Framework for Action）
万人のための教育を目指して、2000年にセネガルのダカールで開かれた世界教育フォーラムで採択された「万人のための教育（EFA）ダ
カール行動枠組」の後継となる行動枠組み。2015年のUNESCO総会と併せて開催された教育2030ハイレベル会合で採択された。

持続可能な開発のための教育（ESD：Education for Sustainable Development）
持続可能な社会の創り手を育む教育。2017年の第72回国連総会決議において、ESDがSDGsの全ての目標達成に向けた鍵となることが
確認され、2019年の第74回国連総会決議で採択された「ESD for 2030」においても、そのことが再確認された。「ESD for 2030」は、

「国連ESDの10年（UNDESD）」（2005年から2014年まで）、および「ESDに関するグローバル・アクション・プログラム（GAP）」
（2015年から2019年まで）の後継プログラムであり、2020年から2030年までの新しい国際的な実施枠組み。

教育のためのグローバル・パートナーシップ（GPE：Global Partnership for Education）
開発途上国、ドナー国・機関、市民社会、民間企業・財団が参加し、2002年に世界銀行主導で設立された開発途上国の教育セクターを支
援する国際的なパートナーシップ。2011年にファスト・トラック・イニシアティブ（FTI：Fast Track Initiative）から改称された。

教育を後回しにはできない基金（ECW：Education Cannot Wait）
紛争や自然災害など緊急事態下のこどもや若年層が教育を受けられるよう支援することを目的として、2016年5月にイスタンブールで開
催された国連主催の世界人道サミットで設立された基金。

（6）ジェンダー平等で包摂的な
社会

開発途上国における社会通念や社会システムは、一
般的に、男性の視点に基づいて形成されていることが
多く、女性は様々な面で脆

ぜい

弱な立場に置かれやすい状
況にあります。一方、女性は開発の重要な担い手であ
り、女性の参画は女性自身のためだけでなく、開発のよ
り良い効果にもつながります。例えば、これまで教育の
機会に恵まれなかった女性が読み書き能力を向上する

ことは、公衆衛生やHIV/エイズなどの感染症予防に関
する正しい知識へのアクセスを向上させるとともに、適
切な家族計画につながり、女性の社会進出や経済的エ
ンパワーメントを促進します。さらには、開発途上国の
持続可能で包摂的な経済成長にも寄与するものです。
SDGsでは、「ジェンダー平等の実現と女性と女児の
能力向上は、全ての目標とターゲットにおける進展に
おいて死活的に重要な貢献をするもの」であると力強
く謳

うた

われています。また、SDGsの目標5において、
「ジェンダー平等を達成し、全ての女性および女児の
能力強化を行う」ことが掲げられています。「質の高い
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成長」を実現するためには、ジェンダー平等と女性の
活躍推進が不可欠であり、ジェンダー主流化 注89 を
通じて、開発協力のあらゆる段階に男女が等しく参画
し、等しくその恩恵を受けることが重要です。
また、貧困・紛争・感染症・テロ・災害などの様々
な課題から生じる影響は、国や地域、女性やこどもな
ど、個人の置かれた立場によって異なります。感染
症、紛争、大規模災害等により、世界の貧困人口は増
加に転じるとともに、一部の国では格差の拡大や人道
状況の悪化が見られており、脆弱な立場に置かれやす
い人々への支援が一層求められています。SDGsの理
念である「誰一人取り残さない」社会を実現するため
には、一人ひとりの保護と強化に焦点を当てた人間の
安全保障の考え方が重要です。

日本の取組
 ■女性の能力強化・参画の促進

「女性の活躍推進のための開発戦略」 注90 では、（i）
女性の権利の尊重、（ii）女性の能力発揮のための基盤
の整備、（iii）政治、経済、公共分野への女性の参画
とリーダーシップ向上、を基本原則に位置付け、日本
は国際社会において、ジェンダー主流化、ジェンダー
平等、女性および女児のエンパワーメント推進に向け
た取組を進めています。
日本は、女性起業家資金イニシアティブ（We-
Fi） 注91 に2018年に5,000万ドルの拠出を行い、
2023年6月に追加で500万ドルの拠出を行いまし
た。2023年6月時点で、67か国で149,256社の女
性が経営・所有する中小企業に支援を実施していま
す。そのうち具体的には、127,428社の女性が経営・
所有する中小企業が資金援助を受け、28,404社が経
営に必要な技術や知識習得のための研修を受講しまし
た。また、世界銀行によると、開発途上国では女性が
経営する中小企業の70％が金融機関から資金調達が
できない、もしくは劣悪な借入条件を課されてしまう
ため、We-Fiを通じて、性差別のない法制度整備の
促進や、女性経営者が資金や市場に平等にアクセスで

	注89	 あらゆる分野でのジェンダー平等を達成するため、全ての政策、施策および事業について、ジェンダーの視点を取り込むこと。開発分野においては、開発
政策や施策、事業は男女それぞれに異なる影響を及ぼすという前提に立ち、全ての開発政策、施策、事業の計画・実施・モニタリング・評価のあらゆる段
階で、男女それぞれの開発課題やニーズ、インパクトを明確にしていくプロセスのこと。

	注90	 2016年に策定された、開発協力における女性活躍推進のための課題別政策。
	注91	 2017年のG20ハンブルク・サミットで立ち上げを発表。開発途上国の女性起業家や、女性が所有・経営する中小企業などが直面する、資金アクセスや制

度上の様々な障壁の克服を支援することで、開発途上国の女性の迅速な経済的自立および経済・社会参画を促進し、地域の安定、復興、平和構築を実現す
ることを目的としている。

きるよう支援を行っています。
2024年6月に開催されたG7プーリア・サミット 
の首脳コミュニケには、ジェンダー平等のための
ODAを共同で増加させることへのコミットメントが
改めて表明されました。また、特にアフリカにおける
気候変動対策において、ジェンダーが配慮され、ジェ
ンダー平等と女性のエンパワーメントが一層促進され
るよう、ODAを増加させる方法を模索することが盛
り込まれました。
このほか日本は、国連女性機関（UN Women）を
通じた支援も実施しており、2023年には約2,100万
ドル、2024年には約2,200万ドルを拠出し、女性の
政治的参画、経済的エンパワーメント、女性・女児に
対する性的およびジェンダーに基づく暴力撤廃、平
和・安全保障分野の女性の役割強化、政策・予算にお
けるジェンダー配慮強化などの取組を支援していま
す。また、2024年はアフガニスタンやウクライナを
始めとするアフリカ、中東、アジア、東欧地域におい
て、紛争や災害等で経済的・社会的影響を受けた女性
たちの緊急支援や生計手段の確保等の支援を行いまし
た。例えば、パキスタンでは、2月から8月までの半
年間で、女性の自立を促すため、60か所の女性のコ
ミュニティセンターが設立され、女性6,609人、女
児1,131人が同センターを利用し、7,000人の女性
の身分証明入手手続を支援したほか、280人の男性

ヨルダンで実施中の「ペトラにおける観光開発マスタープラン策定プ
ロジェクト」を通じて、ペトラ地域産の手工芸品や加工食品を販売す
る女性たち（写真：Petra Development and Tourism Region 
Authority）
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およびコミュニティリーダーに対し、ジェンダーに基
づく暴力対策とジェンダー平等に関する知識向上のた
めの支援を行いました。
紛争下の性的暴力に関しては、日本としても看過で
きない問題であるという立場から、紛争下の性的暴力
担当国連事務総長特別代表事務所（OSRSG-SVC）と
の連携を重視しています 注92 。2024年、日本は同
事務所に対し、約66万ドルを拠出し、スーダンにお
いて、難民や国内避難民女性に対し、性的暴力やジェ
ンダーに基づく暴力からの保護や、その予防、また、
健康面、心理面および法的側面からの支援などを実施
しています。
また、日本は、紛争関連の性的暴力生存者のための
グローバル基金（GSF）解 説に対し、2024年に200
万ユーロを追加拠出し、これまでに計1,000万ユー
ロを拠出しました。理事会メンバーとして、アフガニ
スタンやウクライナ、コンゴ民主共和国を始めとする
紛争地域での紛争関連の性的暴力生存者支援に積極的
に貢献しています。

 ■女性・平和・安全保障（WPS）

女性と平和・安全保障（WPS） 注93 の問題を明確に
関連付けた初の国連安全保障理事会（安保理）決議と
して、2000年に採択された国連安保理決議第1325号
および関連決議の実施のため、日本は2015年から行
動計画を策定しています。2023年4月には政府関係省
庁、有識者との意見交換、NGO・市民社会との意見交
換、パブリックコメントを踏まえ、第3次行動計画
（2023－2028） 注94 を策定しました。具体的には、
日本は関係省庁の協力の下、主に国際機関や二国間支
援を通して紛争影響国や脆弱国の女性支援を実施して
います（日本のWPSの取組は84ページの「WPSの推
進に向けた日本の開発協力の取組」を参照）。
2024年9月、上川外務大臣（当時）は「WPS
フォーカルポイント・ネットワーク 注95 ハイレベ

	注92	 紛争下の性的暴力防止に関する日本の取組については、外務省ホームページ（https://www.mofa.go.jp/mofaj/fp/pc/page1w_000129.html）も参照。
	注93	 女性の保護に取り組みつつ、女性自身が指導的な立場に立って紛争の予防や復興・平和構築に参画することで、より持続可能な平和に近づくことができる

という考え方。2000年、国連安全保障理事会において、同理事会史上初めて、国際的な平和と紛争予防、紛争解決には女性の平等な参画や紛争下の性的暴
力からの保護、ジェンダー平等が必要であると明記した「女性・平和・安全保障（Women, Peace and Security：WPS）に関する安保理決議第1325号」
が全会一致で採択された。

	注94	 第３次WPSに関する行動計画（2023-2028年度）の行動計画構成（5本柱）：（1）女性の参画とジェンダー視点に立った平和構築の促進、（2）性的暴力及
びジェンダーに基づく暴力の防止と対応、（3）防災・災害対応と気候変動への取組、（4）日本国内におけるWPSの実施、（5）モニタリング・評価・見直
しの枠組み。

	注95	 国連加盟国のWPSに関する最大のネットワークで、教訓や好事例を共有。政府以外に北大西洋条約機構（NATO）、欧州安全保障協力機構（OSCE）、アフ
リカ連合（AU）、東南アジア諸国連合（ASEAN）等の地域機構も参加。2024年12月現在、93か国・10地域機構の合計103のメンバーが参加。

	注96	 障害者の人権および基本的自由の享有を確保し、障害者の固有の尊厳の尊重を促進することを目的として、障害者の権利の実現のための措置等について定
める条約。日本は2014年に締結した。

ル・サイドイベント」において、各国と共にWPSア
ジェンダを一層力強く推進するため、日本が2025年
にノルウェーと共にWPSフォーカルポイント・ネッ
トワークの共同議長を務めること、また、2025年2
月に、東京において、同ネットワークの首都会合を開
催することを表明しました。
外務省では、2024年1月、省内横断的な連携を目
的としたWPSタスクフォースを設置しました。同年
6月、第2回WPSタスクフォース会合を開催し、各
府省庁の防災・災害対応、復興分野におけるWPSの
視点を踏まえた政策を共有するとともに、それらを外
交面にいかすことについて議論しました。
8月に開催したTICAD閣僚会合では、WPSの役割
と、女性や若者の視点の重要性を多くのアフリカ諸国
と確認しました。

2024年4月、コートジボワールの女性リーダーと意見交換を行う上
川外務大臣（当時）

 ■脆弱な立場に置かれやすい人々への支援

（障害と開発）
障害のある人々は、社会において困難な立場に置か
れやすい状況にあります。日本のODAでは、障害の
ある人を含めた、社会において公平な参加を阻害され
ている人々の状況に配慮しています。障害者権利条
約 注96 第32条も、締約国は国際協力およびその促
進のための措置を取ることとしています。
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障害者施策は福祉、保健・医療、教育、雇用など、
多くの分野にわたっており、日本はこれらの分野で積
み重ねてきた技術や経験を、ODAを通じて開発途上
国の障害者施策に役立てています。
例えば、日本は、鉄道建設、空港建設の設計におい
てバリアフリー化を図るとともに、リハビリテーション
施設や職業訓練施設整備、移動用ミニバスの供与を行
うなど、現地の様々なニーズにきめ細かく対応してい
ます。また、障害と開発に携わる組織や人材の能力向
上を図るために、開発途上国からの研修員の受入れや、
社会参加や就労促進を目的とした専門家、JICA海外協
力隊の派遣など、幅広い技術協力も行っています。

（こどもへの支援）
こどもについては、一般的に脆弱な立場に置かれや
すく、今日、紛争や自然災害などにより、世界各地で
多くのこどもたちが苛酷な状況に置かれています。日
本は二国間の協力や国際機関を経由した協力など、
様々な形でこどもを対象に人道支援や開発協力を行っ
ています。2024年には、国連児童基金（UNICEF）
を通じて、アジア、東欧、中東、アフリカ地域などの
40か国において、貧困、紛争、気候変動により増大
する自然災害などの影響を受けるこどもへの支援を実
施しました。
草の根レベルの経済社会開発の取組を支援する草の
根・人間の安全保障無償資金協力 注97 では、学校の
建設や改修、病院への医療機材の供与、水供給設備の
整備などを通じて、こどもたちの生活環境の改善に貢
献するプロジェクトを実施しています。
例えばサモアにおいては、老朽化により取り壊され
た小学校の校舎の再建を支援し、2024年11月にコ
ンクリート造の1階建て校舎を引き渡しました。本協

	注97	 145ページの第V部2（2）を参照。
	注98	「ネパール児童労働報告書2021」（Nepal  Child Labour Report 2021）　https://www.ilo.org/publications/nepal-child-labour-report-2021

力により、当該小学校に通学する児童らに安全で適切
な教育環境を提供し、対象地域の基礎教育の質の向上
に寄与することが期待されています。
また、5歳から17歳のこどもの約6.5人に1人が児
童労働に従事していると言われる 注98 ネパールで
は、日本のNGOを通じて、児童労働の送り出し地
域・受入れ地域と言われるマクワンプール郡におい
て、教育とソーシャルワークを通じた児童労働削減事
業を行っています（フィリピンにおける貧困家庭のこ
どもの社会復帰を支援する取組については83ページ
の「案件紹介」を参照）。

（紛争下にある人々への支援）
紛争下においては、女性や女児のみならず、障害者
やこどもを含む社会において困難な立場にある人々が
最も影響を受けやすい点も看過できません。紛争や地
雷などによる障害者、孤児、寡婦、児童兵を含む元戦
闘員に加え、急増するこどもの難民や避難民などの社
会的弱者は、紛争の影響を受けやすいにもかかわら
ず、紛争終了後の復興支援においては対応が遅れ、平
和や復興の恩恵を受けにくい現実があります。
こうした観点から、日本は、児童兵の社会復帰や紛
争下で最も弱い立場にある児童の保護のため、
UNICEFを通じた支援を行っており、例えばパレス
チナ・ガザ地区において、こどもたちを対象に心のケ
アや爆発物危険回避教育を実施し、家族と離れ離れに
なってしまった際に再会を手助けするための身元確認
用のリストバンドを配布しています。また、スーダン
における新生児ケア、ウクライナにおける学習継続支

大地震による損壊後、日本の支援により建設された校舎で学ぶコスタ
リカのこどもたち

エルサルバドルで障害を持つこどもたちにスポーツを教えるJICA海
外協力隊員（写真：JICA）
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援、中央アフリカにおける元児童兵の支援、南スーダ
ンやソマリアにおける性暴力を受けたこどもや女性の
保護等を実施しています。
国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）を通じて、
難民・避難民の保護活動を行うとともに、その中でも
脆弱な立場に置かれやすい人々のニーズに沿った人道
支援を実施しています。例えば、ウガンダでは、難民
居住地域のこどもたちに対する心理社会的支援を通じ
て、暴力や虐待、搾取からの保護活動を行っているほ
か、ウクライナでは、戦火により住む場所を失った高
齢者や女性が世帯主となっている世帯等、脆弱な立場
におかれる人々に対して、生活物資の提供やシェル
ター支援、法的支援等を実施しています（紛争の影響

を受ける地域での教育支援については77ページの第
Ⅲ部3（5）も参照）。

日本が供与したスクールバスで登校するパラオのアイメリーク小学校
のこどもたち

用語解説

紛争関連の性的暴力生存者のためのグローバル基金（GSF）
2018年ノーベル平和賞受賞者であるデニ・ムクウェゲ医師およびナディア・ムラド氏が中心となって創設した基金。紛争関連の性的暴力
によって傷ついた生存者の多くが公式な償いを受けていないという状況を背景に、生存者に対する償いや救済へのアクセスの促進を目的と
している。生存者支援や救済のための司法制度の整備に関する啓発活動を行っている。

フィリピンは、近年高い経済成長を遂げていますが、貧困
率の改善のペースは遅く、多くのこどもたちが弱い立場に置
かれています。非行に走り、児童福祉施設や青少年更生施設
に入所するこどもも少なくありませんが、施設入所中に社会
で生きていく力を十分に身に付けることができず、退所後、
再び非行に走ったり、犯罪を繰り返したりするこどももいます。
特定非営利活動法人アクションは、こうしたこどもたちの

安定した社会復帰を目指し、「ライフスキル注1向上プログラ
ム」や、施設職員（ハウスペアレント）がこどもとの適切な
関わりやケアの仕方を学ぶ「ハウスペアレント能力強化研
修」を開発しました。これらの取組は、フィリピン政府の協
力の下で制度化され、「ライフスキル向上プログラム」は

フィリピン全国の青
少年更生施設（116
か所）で導入されま
した。受講したこど
もの約8割にライフ
スキルの向上が見ら
れ、「相手の気持ち
を考えて行動するよ
うになった。」、「怒

りの感情をコントロールで
きるようになった。」といっ
た研修の効果を実感する感
想が寄せられています。ま
た、「ハウスペアレント能力
強化研修」では、研修トレー
ナーを240名育成し、全国
で1,000名以上の職員に研
修を提供しました。
日本国内のこどもたちへ
の支援活動も実施する同団
体は、こうした分野の日本
語教材が少ない現状に着目
し、本事業の成果を踏まえ、日本の小・中・高校生用に「ラ
イフスキル向上プログラム」教材を作成し、今後、日本国内
の児童福祉施設に導入していく予定です。
フィリピンのこどもたちのより良い社会生活を支えながら、
活動を通じて得た知見を日本社会にも還元していきます。

注1 WHOはライフスキルを、個人が日常生活の要求や課題に効果的に対
処できるようにする、適応的で積極的な行動の能力、と定義している。

ハウスペアレント能力強化研修の様子
（写真：特定非営利活動法人アクション）

ライフスキルプログラムのタガ
ログ語版テキスト（写真：特定
非営利活動法人アクション）

困難な状況下のこどもたちの生きる力を育み、社会復帰を支援する

4 マニラ首都圏を含む11地域の児童福祉施設及び自治体における
子ども達の支援体制強化プロジェクト
JICA草の根技術協力事業（パートナー型）（2021年3月～2024年3月）

案件紹介
フィリピン
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女性・平和・安全保障（WPS）の推進に向けた
日本の開発協力の取組

スリランカ

JICA
起業とビジネス、リーダーシップ及び 
ネットワークの強化を通じた女性の 
経済的エンパワメント促進プロジェクト
小規模ビジネスを営む女性を対象としたビジネス・スキル
の研修、ニーズに応じたサービスや商品の開発、販路拡大
のためのビジネスパートナーとの連携などのパイロット活
動の実施とモデルの構築、女性省の実施能力強化を支援。

ケニア

国連人口基金（UNFPA）
気候変動および災害の影響を受けや
すい地域における「性と生殖に関す
る健康」および「ジェンダーに基づく
暴力の防止」に関する持続的なサー
ビスの提供と利用を通じた強靭性の
構築
気候変動の影響による干ばつ被害や洪
水等の災害被害が深刻な地域で、生命・
健康が脅かされている母子、妊産婦等
に対し、包括的な性と生殖に関する健
康とジェンダーに基づく暴力の予防と
対応サービスを提供。

ウクライナ

国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）
ウクライナにおける、地域社会・開発及び平和を構築
する観点から、緊急人道ニーズに対する複合的な対応
ジェンダーに基づく暴力の被害者を含む、脆弱な避難民や
戦争の影響を受けた個人およびコミュニティに対して、より
良い保護を提供するための能力強化、研修、啓発等の実施。

モザンビーク

国際移住機関（IOM）
モザンビーク北部の漁業セクターの強化を通じた、暴力的過激
主義に対抗するためのジェンダー問題を包摂したプログラム
武装集団による襲撃の影響を受け、移動を余儀なくされた国内避難
民、帰還民、ホストコミュニティに対して、女性とジェンダー平等
を重視し、漁業に関連した生計・収入創出の機会を提供。

南スーダン

特定非営利活動法人Reach Alternatives（REALs）／ 
ジャパン・プラットフォーム（JPF）
ジュバにおけるスーダン危機の影響を受けた難民・帰還民・国内避難民
に対する支援物資配布事業
国内避難民キャンプの住民を対象に、女性や女児の健康と人権を保護し、
ジェンダーに根差した暴力から守るために必要な物資や、避難下でも尊厳を
持った暮らしができるよう、シェルターでの生活に必要な物資を配布。

（写真：JICA）

（写真：UNFPA Kenya）

（写真：UNHCR）
（写真： ©REALs）

（写真：IOM）
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パナマ、コスタリカ、ホンジュラス

国連女性機関（UN Women）
中米移民危機における女性のリーダーシップ、 
エンパワーメント、アクセスと保護
移民女性と受入れコミュニティの女性等の能力強化を支援
するとともに、暴力を受けた女性の保護や心理的・法的支
援を始めとするジェンダーに基づく暴力への対応・対策を
支援。

イラク

紛争関連の性的暴力生存者のためのグローバル基金
（GSF）
紛争関連暴力被害者に対する暫定的救済措置プロジェクト

「イラクとレバントのイスラム国（ISIL）」から紛争関連の性的暴力被害を受
けたイラクの宗教的・民族的少数派であるヤジディ教徒に対して、生活支援
や医療、教育、心理的サポート等の暫定的な救済措置の策定と実施を支援。

グアテマラ

JICA
女性起業家の能力向上支援
アドバイザー
貧困地域に住む女性、女性グ
ループおよび大統領夫人社会
事業庁を対象に、起業家とな
るための基礎知識、技術指導、
財務管理研修等の実施を通し
て、女性起業家の生活改善お
よび収入向上を図る。

日本は、平和な国際社会の構築への一層の貢献を目指して、WPSを推進しています。ここでは、日本の取組の
一部を紹介します（WPSについては81ページの第III部3（6）を参照）。
＊�本記事では、第3次WPSに関する行動計画（2023-2028年度）の行動計画構成（5本柱）のうち、国際協力の取組に該当する

次の3つの柱に即して、紹介しています。

（写真：JICA）

（写真：アイ・シー・ネット株式会社）

（写真：©Katie van der Werf / GSF）

アジア・大洋州・中南米

JICA
ジェンダーと多様性からの災害リスク削減・気候変動
開発途上国の防災や男女共同参画に関わる行政官、市民団体などを
対象に、ジェンダーや多様な人々の視点や参加に留意した災害対応
に関する課題別研修を2016年から実施。

（�ウガンダ、コロンビア、スリランカ、チリ、パプアニューギニア、
東ティモール、フィジー、ブラジル、ボリビア、メキシコ（2023
年度参加国））

 �Ⅰ.�女性の参画とジェンダー視点に立った
平和構築の促進

 Ⅲ.防災・災害対応と気候変動への取組 Ⅱ.��性的暴力およびジェンダーに基づく
暴力の防止と対応
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（7）文化・スポーツ

国を象徴するような文化遺産は、観光資源として開
発が進めば、地域での雇用創出につながるなど、周辺
住民の生活向上に有効に活用できます。国外からの観
光客を魅了するような文化遺産は、自国経済の重要な
外貨獲得源にもなり得ます。一方、資金や機材、技術
などの不足から、存続の危機に晒

さら

されている文化遺産
も多く存在し、このような文化遺産を守るための支援
が必要とされています。世界的に価値のある建造物な
どを人類共通の遺産として保護する国際的枠組みであ
る世界遺産条約 注99 では、遺産の保護とそのための
国際協力は国際社会全体の義務であるとされており、
こうした開発途上国の貴重な文化遺産を始めとする文
化の保護・振興は、対象国のみならず、国際社会全体
が取り組むべき課題でもあります。
また、スポーツは国民の健康の維持・増進に寄与す
るだけでなく、「人間の安全保障」を推進するための
「人への投資」として重要な教育の一手段としても位
置付けられます。相手を尊重する気持ちや他者との相
互理解の精神、規範意識を育むことにも貢献するとと
もに、スポーツの持つ影響力やポジティブな力は、開
発途上国に開発・発展の「きっかけ」を与える役割を
果たします。

日本の取組
日本は、文化無償資金協力解説を通じて、1975年
から、開発途上国の文化（スポーツを含む）・高等教
育の振興、文化遺産の保全などのための支援を実施し
ています。文化無償資金協力によって整備された施設
は、日本に関する情報発信や日本との文化交流の拠点
にもなり、日本に対する理解を深め、親日感情を培う
効果があります。2024年には、日本語教育を含む教
育分野、文化遺産保存分野、スポーツ分野への支援を
含む17件の文化無償資金協力を実施しました。
また、日本は、国連教育科学文化機関（UNESCO）
に設置した日本信託基金などを通じて、文化遺産の保
存・修復を支援しています。2024年度は約5億円を

	注99	 正式名称は「世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約」。文化遺産や自然遺産を人類全体のための遺産として損傷、破壊などの脅威から保護し、保
存していくために、国際的な協力および援助の体制を確立することを目的とした条約。1972年の国連教育科学文化機関（UNESCO）総会で採択され、
1975年に発効、日本は1992年に締結している。

	注100	 スポーツ・フォー・トゥモローホームページ　https://www.sport4tomorrow.jpnsport.go.jp/jp/

拠出し、文化遺産保存分野の事業を複数実施していま
す。特に開発途上国の人材育成・能力構築に力を入れ
ており、将来、自らの手で自国の文化遺産を守ってい
けるよう、日本人専門家を中心とした専門家の派遣
や、ワークショップの開催などを通じて、保存・修復
の技術や知識の移転に努めています。加えて、防災や
気候変動への対応など、今日の文化遺産が直面する問
題に対応した、複合的な支援を積極的に実施していま
す。さらに、伝統的な舞踊や音楽、工芸技術、口承伝
承（語り伝え）などの無形文化遺産についても、同じ
く日本信託基金を通じて、継承者の育成や記録保存、
保護のための体制作りなどを支援しています。
ほかにも、アジア太平洋地域世界遺産等文化財保護
協力推進事業として、アジア太平洋地域から文化遺産
保護に携わる若手専門家を招き、文化遺産保護の能力
向上を目的とした研修事業を実施しています。木造建
築物の保存・修復と考古遺跡の調査記録についての研
修を隔年で行っているほか、2024年はラオスの文化
遺産保護に携わる専門家を対象に、デジタル技術を用
いた考古遺物の記録、保存および活用に関する研修を
オンライン形式で実施しました。
スポーツ分野では、2020年東京オリンピック・パ
ラリンピック競技大会の機運を高めるべく2014年か
ら開始された国際貢献策「スポーツ・フォー・トゥモ
ロー」 注100 を、同大会終了後も継承しています。本
事業は、スポーツを通じた国際交流・協力により、日
本の存在感を示す取組を発展的に実施していくととも
に、日本の強みをいかしたスポーツ分野の国際協力事
業を通じてSDGsにも貢献することを目指していま

カメルーンにおいて、こどもたちにラグビーを教えるJICA海外協力
隊員（写真：JICA）

複雑化・深刻化する地球規模課題への
国際的取組の主導
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す。2024年は、スポーツ分野において173人の
JICA海外協力隊員を開発途上国に派遣しました。こ
のほか、スポーツ関連設備や器材の提供、指導者や選

	注101	 外務省によるスポーツ外交の取組　https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/culture/hito/sports/index.html

手の派遣および招聘
へい

、スポーツ分野での技術協力・日
本文化紹介・人材育成といった事業を展開していま
す 注101。

用 語 解 説

文化無償資金協力
開発途上国における文化（スポーツを含む）・高等教育振興、および文化遺産保全に使用される資機材の購入や施設の整備を支援すること
を通じて、開発途上国の文化・教育の発展および日本とこれらの諸国との文化交流を促進し、友好関係および相互理解の増進を図るための
無償資金協力。開発途上国の政府機関を対象とする「一般文化無償資金協力」と、NGOや地方公共団体などを対象として小規模なプロ
ジェクトを実施する「草の根文化無償資金協力」の2つの枠組みがある。

エクアドルには、古代アンデスの歴史を伝える多様かつ貴
重な文化遺産が多く存在しています。エクアドル政府は近
年、これら遺産の保存の重要性を再認識し、国立博物館の再
編を積極的に進めるなど、市民参加型の文化財保護への理解
を推進しています。
一方で、同国は地震多発国であり、2016年にはマグニ

チュード7.8の地震に襲われました。その被害は文化財にも
及び、震源地近くの博物館では免震対策がなく、展示ケース
が転倒して大破したほか、展示物が落下して破損するなど、
甚大な被害が発生しました。

日本は地震直後
から、文化財の被
害状況を調査する
専門家を派遣し、
その後も、エクア
ドルの技術者を日
本に招き、日本で
蓄積された文化財
防災の取組を紹介

するなど、文化財の
損害予防に向けた支
援を行ってきました。
本事業では、2016
年の地震で被災した
マンタ国立博物館・
文化センターおよび
オハス・ハボンシー
リョ考古学博物館に
対して、日本の防災
技術を活用した免震展示ケースや免震機能付き移動棚の整備
を支援しました。この支援により、これまで十分な免震対策
がとられていなかった文化財1,726点の破損リスクが大幅
に軽減される見込みです。
整備機材の供与式に出席したノボア・エクアドル大統領か
らは、同国初となる免震構造の展示機材が設置されたことは
重要なマイルストーンであり、文化財の保護だけでなく、将
来の世代による歴史理解の促進にも貢献するものとして、日
本に対する感謝の言葉が寄せられました。

マンタ国立博物館・文化センターで展示品
の説明を受けるノボア・エクアドル大統領

（右奥）（写真：JICA）

マンタ国立博物館・文化センターで、日
本政府から供与された免震構造のショー
ケースに展示された文化遺産を眺める来
館者（写真：エクアドル文化遺産省）

日本の防災技術を活用した文化財の保護

5 マナビ県における博物館免震機材整備計画
一般文化無償資金協力（2022年4月～2024年3月）案件紹介

エクアドル
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2025年に国連は創設80周年を迎えますが、国際社会
は、貧困や気候変動、感染症を始めとする複合的危機に直
面しています。持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向
け、さらなる進捗への取組を実施していくことが必要であ
り、国際社会は、分断と対立を乗り越え、一層協調し、諸
課題に取り組まなければなりません。
2020年9月、国連創設75周年記念宣言において、国
連加盟国はグローバル・ガバナンスの強化を誓うととも
に、国連事務総長に対し、諸課題に対応するための提案を
報告するよう要請しました。これを受け、2021年9月、
国連事務総長から、未来サミットの開催の提案を含む包括
的な提言「我々のコモンアジェンダ（Our Common 
Agenda）」が提出され、2023年9月に開催された未来
サミット閣僚級準備会合に、上川外務大臣（当時）が出席
しました。
2024年9月22日・23日、第79回国連総会において、
国連に対する信頼を回復し、国際協調により、SDGsの達
成や新たな課題に効果的に対応すべく、未来サミットが開
催されました。同サミットでは、現在と未来の世代のニー
ズと利益を守るため、「持続可能な開発および開発資金」、
「国際の平和と安全」、「科学技術・イノベーションおよび
デジタル協力」、「若者（ユース）および未来世代」、「グ
ローバル・ガバナンスの変革」の5つの章の下、56の行
動をとることを表明した成果文書「未来のための約束
（The Pact for the Future）」が採択されました。特に、
開発の文脈では、「持続可能な開発のための2030アジェ

ンダ」注1を実施し、SDGsを達成し、誰一人取り残さない
ために、大胆で、野心的で、加速された、公正で変革的な
行動をとること、貧困を撲滅し、信頼と社会的結束を強化
するため人への投資を行うこと、ジェンダー平等と女性・
女児のエンパワーメントをSDGs全体の進捗に対する重要
な貢献として実現することなどが記載されました。
また、未来サミットにおいて、岸田総理大臣（当時）

は、平和で自由で豊かな世界の未来に向けて、「法の支配」、
「人間の尊厳」、「人への投資」、「核軍縮・不拡散」および
「国連安全保障理事会（安保理）改革」の重要性を強調し、
国際社会が責任を共有し、多国間主義の下に結集するよう
呼びかけました。
地球規模課題に効果的に対処するためには、安保理改革

を含む国連の機能強化とグローバル・ガバナンス改革が急
務です。日本は、今後数十年を見据え、国連を中核に置い
た強く実効的な多国間主義を強化する機会として、法の支
配を推進し、人間の安全保障の理念の下、人道・開発・平
和の連携（HDPネクサス）に留意しつつ、全ての国際協
力の出発点である「人間の尊厳」、そして「持続可能な開
発のための2030アジェンダ」の「誰一人取り残さない」
との精神の達成に向け、開発協力を推進していきます。ま
た、国際社会と協調しつつ、SDGsの包括的な達成および
それ以降に向けた取組に積極的に貢献していきます。

注1 36ページの用語解説を参照。

未来サミット
～ 持続可能な開発のための2030アジェンダ達成と

未来の世代に向けた「未来のための約束」～

22開発協力トピックス開発協力トピックス

未来サミットで演説する岸田総理大臣（当時）（写真：内閣広報室） 未来サミット閣僚級準備会合で演説する上川外務大臣（当時）
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